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2000年以降の労働時間問題をめぐる企業内労使関係の構図
―電機企業を例示に











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Integration: International Perspectives on the Blancing of Multiple Roles,
Palgrave.
１）変形時間制の場合は「限度基準」の時間数が異なる。３ヶ月を越える１年単位の変形
労働時間制の場合は，年320時間，月42時間である。
２）労使委員会は，企画業務型裁量労働制の採用とその実施に止まらず，広く労働条件の
問題に関して審議し事業主に意見を述べる機関として位置づけられている。その構成員
は，半数は過半数労働組合がある場合は組合により，ない場合は過半数代表者により指
名され，半数は使用者により指名される（労働基準法38条４，労働基準法施行規則24条
２）。
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３）労働基準法38条３，同４。他に，同法108条（賃金台帳）にも，賃金支払いの基礎となっ
た事項（労働時間数）の記録が義務付けられている。
４）そのようにみなす理由を労働時間等設定改善法系列の法政策の実施の実態にそくして
説明しておく。
労働時間等設定改善法系列の政策は主に労働行政により二つの方向から進められてい
る。一つは，府県レベルに公労使からなるワーク・ライフ・バランスの推進会議を設置
すること，第二は，労働時間設定改善事業である。第一の会議は労働時間に関連する諸
問題の調査分析，および時短に関わる数値目標（県平?値など）の設定と提示，そのた
めの啓発と推進が主たる任務である。第二の事業は，時短の具体的方針の作成を進めよ
うとするものである。ただしこれは各地方労働局が外部の団体（労働基準協会が多い）
に委託して実施するもので，時短方針の作成を求める対象も個別事業主ではなく事業主
「集団」（たとえば保育，建設の業界）であり，方針自体も総花的な内容に止まり，方針
の実施結果のフォローも十分ではない。そのうえこの事業への予算措置も細りつつある。
これらの他に，労働行政による時短の推進事業には労働時間等設定改善推進助成金事
業と職場意識改善助成金事業がある。これらは根拠法が労働時間等設定改善法ではなく
労働安全衛生法であるが，時短行政では逸することができない法政策である。前者の事
業は，中小規模以下の事業主団体へ助成金を付与し，その団体による傘下事業所への指
導・啓発，セミナーの開催などを義務付けるものである。この事業については，なにし
ろ発動された件数が少ないという問題がある（ちなみに佐賀県では2006年以降で１件に
止まる）。後者の事業は，事業主を直接の対象とし，所定労働時間の週１時間の短縮や労
働時間設定改善委員会の設置などを助成の要件としており，実際的効果を狙ったものと
いえるが，はなはだ予算規模が小さいという問題がある（ちなみに佐賀県の助成件数枠
は年一桁）。
５）このことは産別組合電機連合の歴史をふり返れば容易に分かる。週休２日の実施や年
休完全消化の推進などで他産業に先駆けた実績がある。ちなみにＦ社はそのなかで先頭
ではなく中ほどを行っている会社といってよい。
６）厳密な用語を使用するとすれば，この場の「時間外労働」は「所定外労働」とせねば
ならない。Ｆ社の所定労働時間は法定労働時間（８時間）とは異なるので両者を区別す
る必要がある。ただし本論文では文意に影響はないので煩瑣を避けるため，以下，時間
外労働に統一する。
７）働きかた委員会の設置と時短のための労使協議機関の設置を謳った労働時間等設定改
善法との直接的関係はない。同委員会の設置はあくまでＦ社の労使の意思に根ざすもの
である。
８）経営側の事情にそくして言えば，深夜（午後10時以降）手当ての削減によるコスト削
減がこの目標を支持させた。
９）ちなみに現在のＦ社では社外での PCの使用はできない仕組みになっており，Ｆ社の
PC管理システムは厳密な（厳密すぎるともいえる）仕事時間の把握に適するように変
わっている。
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10）フォローアップ職場と次の特別指定職場に言う月の時間外労働の限度時間（40時間や
60時間など）とは午後10時以降のそれではなく，言うまでもなく，全時間外労働時間数
を指す。なお，特殊勤務職（機械保守など）にはこの限度時間は適応されない。
11）組合役員のひとりは2009年の時間管理の改良について次のように述べた。
?たしかに，あたらしい時間管理のやりかたは時間数を訂正しづらくした点で，大き
な前進だと思います。しかしここまで面倒な手続きを踏んでまでしなければ（労働）
時間が認定できないということにこれまでのこの会社の労使の特性が現れていると
いってもよいと思います」。
このいささか冷めた語り口には，組合の今後の取り組みへの悲観と同時に反省と決意
も込められている。いずれかといえば，筆者は後者のほうにそって理解しておきたい。
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